デメリットへの反論
議員や首長も、マイノリティの利益を尊重はしません。

聖学院大学教授の大山礼子氏は、1999年の著書『住民投票』（新藤宗幸編著、ぎょうせい、109ページ）において以下のように述べています。「それならば果たして現在の代表機関の判断をどれほど信頼できるのかという疑問を拭い去ることができない。残念ながら代議政治にも衆愚政治に陥る危険性はあり、選挙で選出された議員が議会に提出される案件のすべて、たとえば予算案などを完全に理解しているわけでもない。また、議会が常にマイノリティの権利擁護に意を用いてきたとも信じがたい」。引用を終わります。

住民投票において、市民はエゴイスティックな決定を下しません。判断に際して、他者への配慮が常になされるからです。

元NHK解説委員で御嵩（みかさ）町長の柳川善郎氏は、1997年の著書『住民投票』（今井一編著、日経大阪PR、76ページ）で以下のように述べています。「私、〔産廃処分場の是非をめぐる〕住民投票が終わった直後の記者会見で「御嵩町民には眼力があることを改めて確認できました」と申しました。〔…中略…〕産廃処分場を引き受ければ、三十五億円くらいの振興協力金という寄付金が入る。貧乏な町の町長としてはのどから手が出るようなお金でした。だけどやっぱり孫子の代、あるいは下流の方々のことを思えばという選択が八対二〔で反対〕という結果に出てきたと思うんです」。引用を終わります。

